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法曹有資格者の活動領域の拡大に関する有識者懇談会  

第２回会議 意見交換事項 

 

○ 各分野について，以下のような観点から意見交換。 

 

１ 求められる法曹有資格者の資質とその養成 

(1) 専門性 

   弁護士としての実務経験 

   語学（求められるTOEFLの具体的なスコア等） 

   その他の専門的能力（法律以外の専門的知識，法学以外の学位の有無等） 

(2) 社会人経験の有無等 

(3) 法科大学院・司法試験・司法修習生考試の成績 

(4) 資質の涵養のための養成（今後の課題を含む） 

   法科大学院での教育 

   司法修習での教育 

   弁護士登録後の継続教育（弁護士会の研修・法科大学院での継続教育等） 

(5) その他 

 

２ 法曹有資格者の活用形態に関する課題 

(1) 組織内の法曹有資格者の採用の在り方と課題 

   任期付採用・中途採用 

   一般社員・職員としての採用 

   顧問弁護士との役割の違い 

(2) 外部からの連携・支援の在り方と課題 

 

３ 新たな活動領域での業務を遂行する上での課題 

(1) 新しい類型の業務を行うに際しての課題等 

(2) 新たな分野で業務を行うための意識，発想の転換等 
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４ ニーズに対応した柔軟な活用の在り方 

(1) 事務所経営，既存の顧客との関係，任期満了後のキャリアパス等 

(2) マッチングの方策 
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ひまわりキャリアサポートオフィス（仮称）設置事業（イメージ）

①　webを活用した求人・求職
情報の提供
　→　ひまわり求人・求職ナビを引継ぎ

②　企業向けの情報提供
　
  ★　弁護士を雇用するメリット（※）
　★　企業内弁護士を活用する企業
　　　 の声（※）
　★ 弁護士雇用にかかるコストの実際
        （会費，新人研修，公益活動等）
　★  個社のニーズに応える法曹有資
        格者の紹介など
 　　 （2013年10月～）
　★  日弁連・弁護士会シンポジウム
        情報等の提供

企
業
内
で
働
く
法
曹
有
資
格
者
の
増
加

　分科会での具体的取組
　　○　キャリアサポートオフィスの組織体制の検討（2013年10月～） → 設置
　　 ○　広報ツール（②③（※））の作成（2013年10月～）
     ○　マッチングの試行　（2014年1月～）
         「お試し」採用（１年～数年単位の契約社員）含め実施

採用希望
企業

　法曹有資格者と企業を引き合わせるマッチング機関をつくる
    ①  webを活用した求人・求職情報の提供
　　 ②  企業向けの情報提供
　　 ③  法曹有資格者向けの就職セミナー，キャリアカウンセリングなど

③　法曹有資格者向けの
　　　　　　　　　　情報提供等
  ★　就職セミナー開催
  ★　活躍する企業内弁護士の声（※）
  ★　キャリアカウンセリングなど
 　　  （2013年10月～）
  ★　日弁連・弁護士会シンポジウム
        情報等の提供

就職
希望者

マ
　
ッ
　
チ
　
ン
　
グ

増

増
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■ひまわり求人求職ナビ 企業別掲載回数等の集計

2013.11.20時点の登録データに基づき集計

延べ掲載件数（件）

数（社） 掲載企業数に
占める割合(％)

86 27.4%

掲載回数 企業数（社）

451

掲載企業数（社）

314

　2回以上掲載企業

3回以上掲載企業掲載回数 企業数（社）

1回 228 数（社） 掲載企業数に
占める割合(％)

2回 59 27 8.6%

3回 16

4回 6

5回 2 数（社） 掲載企業数に
占める割合(％)

　4回以上掲載企業

3回以上掲載企業

6回 0 11 3.5%

7回 1

8回 2

9回 0 数（社） 掲載企業数に
占める割合(％)

10回 0 5 1.6%

5回以上掲載企業

3回

4回
1 9%

5回
0.6%

7回
0.3%

8回

0.6%

掲載回数別企業数

2回
18.8%

3回
5.1%

4回
1.9%

5回
0.6%

7回
0.3%

8回

0.6%

掲載回数別企業数

1回
72.6%

2回

18.8%

3回
5.1%

4回
1.9%

5回
0.6%

7回
0.3%

8回
0.6%

掲載回数別企業数

1回
72.6%

2回

18.8%

3回
5.1%

4回
1.9%

5回
0.6%

7回
0.3%

8回
0.6%

掲載回数別企業数

資料４

7 / 56



■
ナ
ビ
掲
載
企
業
の
業
種
内
訳

2
0
1
3
.1
1
.2
0
時

点
の

登
録

デ
ー
タ
に
基

づ
き
集

計

金
融

証
券

保
険

6
1

金
融

証
券

保
険

1
5

情
報
通
信

マ
ス

ミ
6

掲
載
企
業
全
社

２
回
以
上
掲
載
企
業

３
回
以
上
掲
載
企
業

金
融
・
証
券
・
保
険

6
1

金
融
・
証
券
・
保
険

1
5

情
報
通
信
・
マ
ス
コ
ミ

6

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

3
8

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

1
0

流
通

・
商

社
・
外

食
6

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

3
3

流
通

・
商

社
・
外

食
1
0

金
融

・
証

券
・
保

険
5

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
3
1

不
動

産
1
0

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
3

流
通

・
商

社
・
外

食
3
2

電
気
機
器

9
サ

ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

2
流
通
・
商
社
・
外
食

3
2

電
気
機
器

9
サ
ー
ビ
ス
・
映
画
・
広
告
代
理
店

2

不
動

産
3
2

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
不

動
産

0

電
気

機
器

2
6

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
6

精
密

機
器

1

精
密

機
器

1
5

建
設

5
建
設

1

建
設

1
9

機
械

3
食
品

1
建
設

1
9

機
械

3
食
品

1

食
品

1
3

食
品

2
陸

運
・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
1

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
1
2

精
密

機
器

1
ゴ
ム
・
窯

業
1

繊
維

9
陸

運
・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
1

電
気

機
器

0

機
械

1
2

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
繊
維

0
機
械

自
動
車

造
船

輸
送
用
機
器

繊
維

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

8
パ

ル
プ
・
紙

1
機
械

0

電
力

・
ガ
ス

7
ゴ
ム
・
窯

業
1

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

0

水
産

・
農

林
・
鉱

業
4

鉄
鋼

1
電

力
・
ガ
ス

0

パ
ル

プ
・
紙

5
繊
維

0
水

産
・
農

林
・
鉱

業
0

ゴ
ム
・
窯

業
4

電
力

・
ガ
ス

0
パ

ル
プ
・
紙

0

鉄
鋼

4
水

産
・
農

林
・
鉱

業
0

鉄
鋼

0

非
鉄
金
属

3
非
鉄
金
属

0
非
鉄
金
属

0

そ
の

他
8
5

そ
の

他
2
5

そ
の

他
9

合
計

（
社

）
4
5
3

合
計

（
社

）
1
0
8

合
計

（
社

）
3
6

※
複
数
の
「
業
種
」
を
選
択
し
て
い
る
企
業
が
あ
る
た
め
，
掲
載
企
業
数
と
は
合
計
値
が
異
な
り
ま
す
。

資料４

8 / 56



■
ナ
ビ
掲
載
企
業
の
業
種
内
訳
（
割
合
） 鉄

鋼
0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
.3
%

化
学

油
製

品
製

薬

機
械

2
.6
%

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
.8
%

電
力

・
ガ
ス

1
.5
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業
0
.9
%

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
.3
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
6
.8
%

流
通

・
商

社
・
外

食
7
.1
%

不
動

産
7
.1
%

電
気

機
器

5
.7
%

精
密

機
器

3
.3
%

建
設

4
.2
%

食
品

2
.9
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
2
.6
%

繊
維

2
.0
%

機
械

2
.6
%

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
.8
%

電
力

・
ガ
ス

1
.5
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業
0
.9
%

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
.3
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
6
.8
%

流
通

・
商

社
・
外

食
7
.1
%

不
動

産
7
.1
%

電
気

機
器

5
.7
%

精
密

機
器

3
.3
%

建
設

4
.2
%

食
品

2
.9
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
2
.6
%

繊
維

2
.0
%

機
械

2
.6
%

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
.8
%

電
力

・
ガ
ス

1
.5
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業
0
.9
%

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
9
%

そ
の

他

2回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

3回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
.3
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
6
.8
%

流
通

・
商

社
・
外

食
7
.1
%

不
動

産
7
.1
%

電
気

機
器

5
.7
%

精
密

機
器

3
.3
%

建
設

4
.2
%

食
品

2
.9
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
2
.6
%

繊
維

2
.0
%

機
械

2
.6
%

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
.8
%

電
力

・
ガ
ス

1
.5
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業
0
.9
%

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.9
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

9
.3
%

食
品

1
.9
%

そ
の

他
2
3
.1
%

2回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

1
6
.7
%

流
通

・
商

社
・
外

食
1
6
7
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫 2
.8
%

そ
の

他
2
5
.0
%

3回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
.3
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
6
.8
%

流
通

・
商

社
・
外

食
7
.1
%

不
動

産
7
.1
%

電
気

機
器

5
.7
%

精
密

機
器

3
.3
%

建
設

4
.2
%

食
品

2
.9
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
2
.6
%

繊
維

2
.0
%

機
械

2
.6
%

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
.8
%

電
力

・
ガ
ス

1
.5
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業
0
.9
%

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.9
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

9
.3
%

流
通

・
商

社
・
外

食
9
.3
%

不
動
産

9
.3
%

電
気
機
器

8
.3
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広
告

化
学

石
油

製
品

製
薬

建
設

4
.6
%

機
械

2
.8
%

食
品

1
.9
%

そ
の

他
2
3
.1
%

2回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

1
6
.7
%

流
通

・
商

社
・
外

食
1
6
.7
%

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.9
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製
薬

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広
告

代
理

店

不
動

産
0
.0
%

精
密
機

器
2
8
%建
設

2
.8
%

食
品

2
.8
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫 2
.8
%

そ
の

他
2
5
.0
%

3回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.5
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

8
.4
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広

告
代

理
店

7
.3
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製

薬
6
.8
%

流
通

・
商

社
・
外

食
7
.1
%

不
動

産
7
.1
%

電
気

機
器

5
.7
%

精
密

機
器

3
.3
%

建
設

4
.2
%

食
品

2
.9
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫
2
.6
%

繊
維

2
.0
%

機
械

2
.6
%

自
動

車
・
造

船
・
輸

送
用

機
器

1
.8
%

電
力

・
ガ
ス

1
.5
%

水
産

・
農

林
・
鉱

業
0
.9
%

パ
ル

プ
・
紙

1
.1
%

ゴ
ム
・
窯
業

0
.9
%

鉄
鋼

0
.9
%

非
鉄

金
属

0
.7
%

そ
の

他
1
8
.8
%

掲
載

企
業

全
社

の
業

種
内

訳

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.9
%

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

9
.3
%

流
通

・
商

社
・
外

食
9
.3
%

不
動
産

9
.3
%

電
気
機
器

8
.3
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広
告

代
理

店
6
.5
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製
薬

5
.6
%

建
設

4
.6
%

機
械

2
.8
%

食
品

1
.9
%

そ
の

他
2
3
.1
%

2回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

情
報

通
信

・
マ
ス
コ
ミ

1
6
.7
%

流
通

・
商

社
・
外

食
1
6
.7
%

金
融

・
証

券
・
保

険
1
3
.9
%

化
学

・
石

油
製

品
・
製
薬

8
.3
%

サ
ー
ビ
ス
・
映

画
・
広
告

代
理

店
5
.6
%

不
動

産
0
.0
%

精
密

機
器

2
.8
%建
設

2
.8
%

食
品

2
.8
%

陸
運

・
海

運
・
空

運
・
倉

庫 2
.8
%

そ
の

他
2
5
.0
%

3回
以

上
掲

載
企

業
の

業
種

内
訳

資料４

9 / 56



10 / 56



 

 

「ひまわり求人求職ナビの利用に関するアンケート」実施概要 

  

１ アンケートの目的 

 ① ひまわり求人求職ナビの効果測定 

 ② 弁護士採用ニーズのある企業が，採用にあたって考慮する事項等の把握 

 

２ アンケートの対象 

 ○ 運用開始以降，ひまわり求人求職ナビを利用した企業・団体 約３２０社 

 

３ アンケートの実施方法 

１２月初旬 ：対象企業・団体に発送 

  １２月下旬 ：回答期限 

  １月    ：集計，分析 

  

４ アンケートの具体的項目 

 ① ひまわり求人求職ナビの効果測定に関連するもの 

・ひまわりナビを知った経緯 

・ひまわりナビの利用動機 

・ひまわりナビの利用回数 

・オファーメールの活用の有無 

・ひまわりナビの利用で採用に至ったか，至った場合その人数 

・至らなかった場合，その理由 

 条件が合わなかった，その条件 

 他の募集手段で採用に至った，その手段 

（自社ＨＰ，ヘッドハンティング，その他） 

・今後の利用意欲 

・ひまわりナビの利用しやすい点 

・改善すべき点 

・その他 

 ② 司法修習生・弁護士の採用ニーズがある企業の採用行動に関連するもの 

・弁護士の過去・現在の在籍数 

・弁護士・司法修習生の採用動機 

・ 在籍弁護士の職務（法務部，その他），勤務形態 

・ 将来の採用予定，職務等 

・ その他 
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アンケート返送先 日本弁護士連合会法制部法制第一課（長島・笹沼） 

ＦＡＸ ０３（３５８０）９８９９ 

 

 

ひまわり求人求職ナビの利用に関するアンケート（案） 

 

１．貴社について 

Q01. 貴社の業種としてあてはまる番号一つに○をつけてください。 

1 農林・水産・鉱業     2 建設     3 製造(製薬以外）     4 電気・ガス 

5 情報・通信        6 商社     7 運輸・倉庫        8 卸売・小売 

9 金融・保険        10 不動産    11 飲食・宿泊       12 医療・福祉 

13 教育・学習         14 その他サービス          15 マスコミ・出版 

16 製薬            17 その他（     ） 

 

Q02. 貴社における従業員のうち正社員（正規雇用者）の数はどれぐらいでしょうか。あては

まる番号一つに○をつけてください。 

25人未満……………………25人から49人…………………50人から99人…………100人から499人 

   1            2             3          4 

500人から999人……………1000人から2999人……………3000人から4999人……………5000人以上 

5            6             7          8 

 

Q03. 貴社は上場されていますか。また，上場されている場合，下記の各分類のうちどれに該

当しますか。あてはまる番号全てに○をつけてください（複数回答可。上場されていない場

合は，非上場に○をつけてください）。 

1 一部上場（東証・大証・名証）       2 二部上場（東証・大証・名証） 

3 ジャスダック・マザーズ・セントレックス  4 その他の国内一般市場・新興市場に上場 

5 海外市場に上場              6 非上場 

 

Q04. 貴社には，「法務部」という名称の部署またはそれに類する法務担当の部署やセクショ

ンなど、法務を専門的に取り扱う部署がありますか。あてはまる番号一つに○をつけてくだ

さい。 

1 ある        2 ない 

 

２．過去にひまわりナビで掲載した求人情報について 

Q05. ひまわりナビをどちらでお知りになりましたか。あてはまる番号一つに○をつけてくだ

さい。 

1 日弁連のホームページで知った 

2 ウェブで検索して知った 

3 その他のウェブページで知った 
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4 日弁連作成のちらしで知った 

5 日弁連へ電話して知った 

6 弁護士の紹介で知った 

7 弁護士以外の知人の紹介で知った 

8 その他（                     ） 

 

Q06. 弁護士・司法修習終了生を採用しようと考えたのはなぜですか。あてはまる番号全てに

○をつけてください。 

1 社内に弁護士資格者がいると業務上便利な場面があるから 

2 弁護士に限らず，法律知識に長けた人材を求めていたから 

3 採用時の知識の有無はともかく，法的な素養はあると考えたから 

4 特に理由は無い 

5 その他（                     ） 

 

Q07. 弁護士・司法修習終了生の採用活動にあたって，ひまわりナビを利用されたのはなぜで

すか。あてはまる番号全てに○をつけてください（複数回答可）。 

1 運営主体が日弁連であり，掲載媒体として運営方法に信頼がもてるから 

2 求職中の弁護士・司法修習終了生の多くが見ているページであると思ったから 

3 費用が無料だから 

4 以前利用して，満足のゆく採用活動ができたから 

5 特に理由は無い 

6 その他（              ） 

 

Q08. ひまわりナビへの求人情報の掲載は，今までに何回行っていますか。あてはまる番号一

つに○をつけてください。なお，現在掲載中のものを含むものとします。 

1 １回 

2 ２～４回 

3 ５回以上 

 

Q09. オファーメールの機能を利用したことがありますか。あてはまる番号一つに○をつけて

ください。 

1 ある    2 ない    3 オファーメールが何かが分からない 

 

Q10. Q09 でオファーメールの機能を利用したことが「ある」と回答した方にお聞きします。

オファーメールの機能の利用しやすさはいかがでしたか。あてはまる番号一つに○をつけて

ください。 
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1 利用しやすい 

2 やや利用しやすい 

3 あまり利用しやすくない 

4 利用しやすくない 

 

Q11. Q10 でオファーメールの機能を利用したことが「ない」と回答した方にお聞きします。

以下のうちから，オファーメールの機能を利用したことがない理由をお選びください。あて

はまる番号一つに○をつけてください。 

1 利用しづらそうに感じたから 

2 そうした機能があることを知らなかったから 

3 利用の必要性を感じなかったから 

4 特に理由はない 

5 その他（                      ） 

 

Q12. ひまわりナビへ求人情報を掲載して採用活動を行った結果として，弁護士や司法修習終

了生の採用に至ったことはありますか。あてはまる番号一つに○をつけてください。「1 あ

る」と回答された場合，採用に至った人数と，採用に至ったそれぞれの方の採用時の役職や

ポジションをあわせて記入ください。 

1 ある （弁護士    人，司法修習終了生    人） 

 （役職・ポジション               

                                   ） → Q15 へ 

2 ない → Q13 へ 

 

Q13. Q12 で，「２ ない」と回答された方にお聞きします。ひまわりナビへ求人情報を掲載し

たけれども，採用に至らなかった，一番の理由は何ですか。一番の理由として，あてはまる

番号一つに○をつけてください。 

1 採用条件に合う応募者がいなかったため → Q14 へ 

2 ひまわりナビ以外の手段を通じて採用に至ったため → Q15 へ 

3 掲載期間中に応募が全くなかったため → Q16 へ 

4 特に採用の予定がなく，試験的に掲載してみただけのため → Q16 へ 

5 その他（            ） → Q16 へ 

 

Q14. Q13 で，「1 採用条件に合う応募者がいなかったため」と回答された方にお聞きします。

どういった採用条件について，合わない応募者がもっとも多かったでしょうか。もっとも多

かった応募者として，あてはまる番号一つに○をつけてください。 

1 給与等の待遇面について折り合いがつかなかった 
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2 配属予定の部署の雰囲気と調和しない印象を受けた 

3 応募者の能力的な部分で満足がいかなかった 

4 その他（            ） 

 

Q15. Q13 で，「2 ひまわりナビ以外の媒体を通じて採用に至ったため」と回答された方にお

聞きします。どういった手段を通じて，採用に至られたでしょうか。あてはまる番号全てに

○をつけてください。複数回ひまわりナビへ求人情報を掲載されている方は，直近の掲載の

際のことについてお答えください。 

1 自社ＨＰでの求人募集 

2 人材紹介会社（エージェントを含みます）による紹介 

3 他の弁護士による紹介 

4 弁護士以外の知人からの紹介 

5 その他（          ） 

 

Q16. ひまわりナビを利用して，利用しやすかった点は何ですか。あてはまる番号全てに○を

つけてください。 

1 無料である点 

2 修習生の登録数が多い点 

3 誰でも登録申請ができる点 

4 他企業の情報が閲覧できる点 

5 情報提供ツールとして，会社就職説明会等の案内ができる点 

6 その他（                                ） 

 

３．ひまわりナビに関するご意見・ご要望 

Q17. ひまわりナビの改善すべき点は何ですか。あてはまる番号全てに○をつけてください。

そのうえで，それぞれ具体的な改善すべき内容がございましたらご記載ください。（ひまわり

ナビのウェブ画面に関する資料を同封しております。ご参照ください。） 

1 求職情報の閲覧・検索の機能を改善してほしい 

 （具体的内容：                                ） 

2 オファーメールの機能を改善してほしい 

 （具体的内容：                                ） 

3 求人情報の掲載の審査を改善してほしい 

 （具体的内容：                                ） 

4 求人情報の登録方法を改善してほしい 

 （具体的内容：                                ） 

5 求人情報の変更や抹消の方法を改善してほしい 

 （具体的内容：                                ） 
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6 求人情報への応募者との間のサイト上で完結するコンタクト方法を設けてほしい 

 （具体的内容：                                ） 

7 その他 

 （具体的内容：                                ） 

 

Q18. ひまわりナビで，求職者が登録する情報として，追加してほしい情報は何ですか。あて

はまる番号全てに○をつけてください。 

1 使用できる外国語とそのレベル 

2 勤務開始可能時期 

3 就業形態(常勤，非常勤等）  

4 海外の大学等の学歴 

5 その他（                ）  

 

Q19. 今後も，弁護士・司法修習終了生の採用活動を行う場合において，ひまわりナビを利用

したいですか。あてはまる番号一つに○をつけてください。 

1 利用したい 

2 どちらかといえば利用したい 

3 どちらかといえば利用したくない 

4 利用したくない 

 

４．今後の採用予定 

Q20. 貴社（子会社・系列企業等を含みません）には，法律事務所からの出向者を含め，日本

の弁護士登録をしている常勤の従業員または役員が現在または過去にいますか（いましたか）。

あてはまる番号に○をつけてください。「１ いる」と回答された場合，弁護士の在籍数を

ご記入ください。 

1 いる（    ）人  → Q21 へ 

2 現在はいないが，過去にはいた  → Q22 へ 

3 今までいたことがない  → Q24 へ 

 

Q21. Q20 で，「１ いる」と回答された方にお聞きします。現在在籍している弁護士が所属す

る部署はどこですか。あてはまる番号全てに○をつけてください。また、所属する部署の社

内的な名称をご記入ください 

1 法務部門 

2 知的財産部門 

3 コンプライアンス部門 

4 総務部門 

5 営業部門 

6 その他（       ） 

所属部署の社内的な名称 
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Q22. Q20 で，「１ いる」または「２ 現在はいないが，過去にはいた」と回答された方にお

聞きします。在籍している（していた）弁護士の勤務形態はどのような形態ですか。直近で

採用した弁護士・司法修習終了生について、Ａ、Ｂのそれぞれの、あてはまる番号に○をつ

けてください。 

A 雇用期間の定め B 法律事務所からの出向 

１ あり １ 出向である 

２ なし ２ 出向でない 

 

Q23. Q20で，「１ いる」または「２ 現在はいないが，過去にはいた」と回答された方にお

聞きします。直近で採用した弁護士の採用時の弁護士経験年数はどの程度ですか。次のうち

から年数を一つ選んで○をつけてください（直近採用時に２名以上を採用した場合，経験年

数の少ない弁護士の経験年数を選んでください）。 

 

1 弁護士経験なし     2 ３年未満         3 ３年以上７年未満 

4 ７年以上１１年未満   5 １１年以上１６年未満   6 １６年以上２０年未満 

7 ２０年超以上 

 

Q24. 今後，弁護士又は司法修習終了生を採用する予定はありますか。あてはまるもの一つに

○をつけてください。 

1 現在募集中である  

2 現在募集はしていないが今後具体的な採用の予定はある 

3 具体的な採用の予定はないが，現在検討中である 

4 採用に関心はあるが具体的に検討していない  →Q28 へ 

5 弁護士・司法修習終了生の採用には消極的である  →Q29 へ 

 

Q25. 今後採用を予定または検討している弁護士又は司法修習終了生が所属する予定の部署は

どこですか。あてはまる番号全てに○をつけてください。 

1 法務部門 

2 知的財産部門 

3 コンプライアンス部門 

4 総務部門 

5 営業部門 

6 未定 

7 その他（       ） 

Q26. 今後採用を予定または検討している弁護士又は司法修習終了生の勤務形態はどのような

形態ですか。Ａ、Ｂのそれぞれについて、あてはまる番号に○をつけてください。 
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A 常勤または非常勤 B 雇用期間の定め 

１ 常勤 １ あり 

２ 非常勤 ２ なし 

３ 未定である ３ 未定である 

４ 採用者により異なる ４ 採用者により異なる 

 

Q27. 今後採用を予定または検討しているのは弁護士・司法修習終了生のいずれですか。あて

はまる番号に一つ○をつけてください。 

1 弁護士   2 司法修習終了生   3 弁護士・司法修習終了生の両方 

 

Q28. 弁護士採用の際，既に弁護士としての実務経験があることを求めますか。あてはまるも

の一つに○をつけてください。 

 

1 強く求める  2 求める  3 あまり求めない  4 求めない 

 

Q29. 採用後に弁護士登録を抹消した弁護士，あるいは，司法修習終了生を採用し，そのまま

弁護士登録をしなかった司法修習終了生はいますか。あてはまる番号に○をつけてください。 

1 いる     2 いない 

 

Q30. 弁護士・司法修習終了生に限らず司法試験合格者を採用しているか、採用の予定があり

ますか。あてはまるもの一つに○をつけてください。 

1 採用しており、今後の採用の予定もある 

2 採用しているが、今後の採用の予定はない 

3 採用していないが、今後の採用の予定がある 

4 採用しておらず、今後の採用の予定もない 

5 弁護士・司法修習終了生に限らない司法試験合格者全般の採用を考えたことが無く、分からな

い 

 

Q31. ひまわり求人求職ナビについて，ご意見がありましたら，今後の参考とさせていただき

ますのでお聞かせください。 

 

 

 

 

質問は以上です。御協力ありがとうございました。 
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基本情報入力 公開先別情報入力 登録項目確認 公開項目確認 完了

修習生用求職情報登録フォーム

(入力項目について)

1. ＊ は入力必須項目です。記入漏れがあった場合には登録を完了することができません。

2. 数値は半角で入力してください。また、年号を入力する場合には、西暦としてください。

(公開非公開の別について)

1. 入力必須項目については、修習期及び住所の町名以下を除き、公開か非公開かを選択することができます。(修習期は必ず公開されます。住所の町名

以下は非公開となります。)公開したい項目にチェックをしてください。

2. 入力必須項目以外については、入力した項目はすべて公開されますのでご注意ください。

[基本情報] 

＊ 公開先(複数選択可) 法律事務所 企業・団体等 官公庁・自治体等

＊ 掲載終了日(入力日から最長3ヶ月) 2014 年 2 月 27 日

３ヶ月の範囲で掲載終了日を設定してください。

掲載期間の延長を希望する場合には，掲載終了日前に，本システムを通じ

て，変更申請を行ってください。

＊ 修習期 -- 期

＊ 実習修習地 公開 --

＊ 氏名

公開

氏 名

氏かな 名かな

性別 --

＊ 生年月日 公開 年 月 日 

住所 ＊ 都道府県市区町

村 公開

＊ 町名、番地、

マンション名など

＊ 連絡先電話番号 公開

＊ メールアドレス 公開 ＊ メールアドレス(再入力)

＊ 希望する連絡方法 公開 電話 電子メール 郵便 その他

以下の項目については入力することで自動的に公開されます

学歴 高校

大学 大学 学部 学科

年 -卒業区分選択-

大学2 -- 学部 学科

年 -卒業区分選択-

法科大学院 年 月〜 年 月

法科大学院 -卒業区分選択-

司法試験 年 月 合格 

職歴

(直近から記載のこと)

年 月〜 年 月

勤務先：

業務内容等：

勤務形態： --
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年 月〜 年 月

勤務先：

業務内容等：

勤務形態： --

資格

（「司法修習生となる資格」又は

「弁護士となる資格」

以外について記載する。

選択項目に該当がない

場合には、その他欄に記入する）

＜選択＞

取得年月： 年 月 資格名称： --

取得年月： 年 月 資格名称： --

＜その他＞

取得年月： 年 月 資格名称：

その他自由記載欄

(自己PR、特技、語学力等 1000字以内)

※なお、希望する業務等については

次のページの公開先別のフォームで

入力ができます。

次へ

〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 [地図・交通]

TEL : 03-3580-9841（代） FAX : 03-3580-2866

ご意見、ご感想はこちら

copyright2007-2008 Japan Federation of Bar Associations All rights reserved.
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基本情報入力 公開先別情報入力 登録項目確認 公開項目確認 完了

修習生用求職情報登録フォーム

＊ は入力必須項目です

生年月日等の年号は西暦で入力をお願いします。

数値の入力は半角で入力してください。

[企業・団体等向け]

以下の項目は入力することで自動的に公開されます

＊ 希望組織形態 会社 会社以外の団体 いずれでも可

組織形態に関するその他の希望

(規模、上場非上場、外資系か否か等)

＊ 希望業種

（5つまで）

水産・農林・鉱業 建設 食品 繊維 パルプ・紙 化学・石油製品・製薬 ゴム・窯業

鉄鋼 非鉄金属 機械 電気機器 自動車・造船・輸送用機器 精密機器 流通・商

社・外食 金融・証券・保険 不動産 陸運・海運・空運・倉庫 情報通信・マスコミ 電力・ガ

ス サービス・映画・広告代理店 その他 どの業種でもよい

希望業務 ＊ 業務名

（5つまで）

契約文書作成および対外交渉1（国内） 契約文書作成および対外交渉2（海外） 係争管理およ

び解決（訴訟等） 企業統治および管理1（総会・取締役会運営等） 企業統治および管理2（監査、内

部統制、コンプライアンス等） 企業統治および管理3（M&A、子会社管理等） 知的財産1（出願）

知的財産2（管理、保全（訴訟を含む）） 政府・官公庁・自治体等の対外活動、ロビー活動等 人事・

労務管理 その他 いずれでも可

（その他の場合

具体的に記載）

上記を希望する理由

希望

勤務地

＊ 第1希望 どこでもよい

第2希望 --

第3希望 --

転勤 転勤の可否 --

（否又は条件あり

の場合その理由）

希望年収 --

その他条件

＊ 希望勤務地の登録に関する注意

希望勤務地については、「どこでもよい」という選択肢がありますが、求職情報の検索画面では、第２希望以下に「どこでもよい」を選択した人は除外して検

索することもできるようになっています。

したがって、この機能を利用して検索を行った場合には、つぎのような検索結果が表示されることになりますので、あらかじめご承知おきください。

（例）

◆第１希望に「どこでもよい」を登録した場合

→ どの地域を条件に入れて検索しても検索条件にヒットする。

◆希望勤務地に、「東京都」「大阪府」など都道府県名を登録した上で第2希望以下に「どこでもよい」を登録した場合

→ 登録した都道府県名を選択して検索した場合のみヒットする

次へ

基本情報入力へ戻る
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〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 [地図・交通]

TEL : 03-3580-9841（代） FAX : 03-3580-2866

ご意見、ご感想はこちら

copyright2007-2008 Japan Federation of Bar Associations All rights reserved.
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※会員は自動表示
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修習生 求職情報検索画面（企業・団体等用）

企業・団体等への就職を希望している司法修習生を検索します。

＊ 検索したい項目にチェックを入れてください。

条件を入力せずに検索することも可能です。

修習期 新64期 現行65期 新65期 66期 67期(2014年12月修習終了予定)

希望勤務地 --

第2希望以下に『どこでも良い』を選択>した人は除外して検索する

希望する業種 水産・農林・鉱業 建設 食品 繊維 パルプ・紙 化学・石油製品・製薬 ゴム・窯業 鉄鋼 非鉄金属 機械 電

気機器 自動車・造船・輸送用機器 精密機器 流通・商社・外食 金融・証券・保険 不動産 陸運・海運・空運・倉庫 情

報通信・マスコミ 電力・ガス サービス・映画・広告代理店 その他 どの業種でもよい

検索する クリア

〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 [地図・交通]

TEL : 03-3580-9841（代） FAX : 03-3580-2866

ご意見、ご感想はこちら

copyright2007-2008 Japan Federation of Bar Associations All rights reserved.
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修習生 求職情検索画面(企業・団体等用)

＜検索条件＞

上記条件での該当者数は595名です。 氏名の一覧を表示する

前の画面に戻る

追加の条件を入力して絞り込むことができます。

「職歴」「資格」の「記載あり」をチェックすると、それぞれの項目に何らかの記載をした修習生の情報を検索することができます。

氏名(漢字) 氏名(かな)

年齢 歳〜 歳＊ 今年満何歳になるかで年齢を判断します。

学歴 大学名： 大学 学部名： 学部

法科大学院名： 法科大学院

職歴 記載あり

資格 記載あり 資格指定： --

フリーワード

＊ フリーワード検索では、以下の項目に記載された情報を検索します。

• 「希望する業務」の自由記載欄

• 「職歴」の勤務先名、業務内容等

• 「資格」のその他資格名称

• 「その他自由記載欄（自己PR、特技、語学等）」

絞り込んで検索する クリア

〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 [地図・交通]

TEL : 03-3580-9841（代） FAX : 03-3580-2866

ご意見、ご感想はこちら

copyright2007-2008 Japan Federation of Bar Associations All rights reserved.
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弁護士 求職情報検索画面（企業・団体等用）

企業・団体等への就職を希望している弁護士を検索します。

検索したい条件を入力してください。

条件を入力せずに検索することも可能です。

修習期 期 〜 期

氏名(漢字) 氏名(かな)

希望勤務地 --

第2希望以下に『どこでも良い』を選択>した人は除外して検索する

希望する業種 水産・農林・鉱業 建設 食品 繊維 パルプ・紙 化学・石油製品・製薬 ゴム・窯業 鉄鋼 非鉄

金属 機械 電気機器 自動車・造船・輸送用機器 精密機器 流通・商社・外食 金融・証券・保険 不

動産 陸運・海運・空運・倉庫 情報通信・マスコミ 電力・ガス サービス・映画・広告代理店 その他 どの

業種でもよい

検索する クリア

〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 [地図・交通]

TEL : 03-3580-9841（代） FAX : 03-3580-2866

ご意見、ご感想はこちら

copyright2007-2008 Japan Federation of Bar Associations All rights reserved.

資料７

32 / 56



弁護士 求職情検索画面(企業・団体等用)

＜検索条件＞

上記条件に該当する弁護士は15名です。 氏名の一覧を表示する

前の画面に戻る

追加の条件を入力して絞り込むことができます。

該当者が50名以下にならないと該当者の一覧、詳細情報を表示できません。

「職歴」「資格」の「記載あり」をチェックすると、それぞれの項目に何らかの記載をした弁護士の情報を検索することができます。

年齢 歳〜 歳 ＊ 今年満何歳になるかで年齢を判断します。

学歴 （スペースで区切ってOR検索が可能です）

職歴 記載あり

資格 記載あり 資格指定： --

フリーワード AND OR

＊ フリーワード検索では、以下の項目に記載された情報を検索します。

• 「希望する業務」の自由記載欄

• 「職歴」の勤務先名、業務内容等

• 「資格」のその他資格名称

• 「その他自由記載欄（自己PR、特技、語学等）」

絞り込んで検索する クリア

〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 [地図・交通]

TEL : 03-3580-9841（代） FAX : 03-3580-2866

ご意見、ご感想はこちら

copyright2007-2008 Japan Federation of Bar Associations All rights reserved.
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企業で活躍できる法曹有資格者を養成するモデルカリキュラム策定事業
（パイロット事業・イメージ）

①　企業ニーズに対応
 ★　企業・法科大学院・弁護士で密に意見交換
　　　　（2014年1月～）
　　　　　↓
  企業が真に求めている弁護士の条件（多様な
  業界・規模といった多種多様な企業に順応し，
  ビジネスに応えうるために弁護士に求められる
  基礎的素養）を共有

②　研修モデルカリキュラムの策定
　★　数カ月のカリキュラムを設置
　　　 ＠法科大学院　（2015年度）

　　企業内弁護士

①企業ニーズに対応し得る素養を有した法曹有資格者を
②研修で養成し，

③送り出す。

③　受講生と企業のマッチング
　 ★　（将来的には）
　　   　ひまわりキャリアサポートオフィスの活用

中小企業
顧問弁護士

企業が
法曹有資格者に

求める
能力・スキル・

勤務条件

法曹有資格者が持つ
能力・スキル，

法曹有資格者が
望む勤務条件

乖離

※ 場合により法律事務所での研修

＜現状＞

＜解決策＞

中小企業への
展開に応用

（予定）

増増
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女性企業家と協働する女性弁護士プラットフォーム事業（イメージ）

①　気軽に協働できる関係づくり
　★　懇談会
　★　法律相談会
　★　ＳＮＳを活用した情報交換など
　　   （2013年10月～）

②　セミナーの実施
　～　企業経営にまつわる法的問題
　★　会計・税務（他士業との連携も）
　★　従業員の雇用と労働問題
　★　特許・商標・著作権
　★　海外取引，海外進出など
　（2013年10月～）

企
業
家
と
協
働
す
る
法
曹
有
資
格
者
の
増
加

　女性弁護士の多様な働き方を応援・女性弁護士の活用
　　ex.
　 ○　育児休業明けの女性弁護士の復職機会提供
　  ○　育児中のパートタイム勤務の機会提供（顧問弁護士・企業内弁護士）

　女性企業家と女性弁護士グループが協働
　　①　気軽に協働できる関係づくり
　　  ②　セミナーの実施
      ③　企業と顧問弁護士，企業内弁護士のマッチングなど

③　マッチング
 ★  顧問弁護士，企業内弁護士のニーズへの対応

弁護士ニーズの
広がり
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株式会社日本政策投資銀行（ＤＢＪ）「女性起業サポートセンター」との面談結果  

概要（報告） 

面談日時：２０１３年１１月２０日 １６：３０～１７：５０ 

ご説明者：企業金融第６部長 兼 女性起業サポートセンター長 栗原美津枝様 

     企業金融第６部 女性起業サポートセンター 副調査役 石井万紀子様 

 

 

■ 女性起業サポートセンターの活動について 

○ ２０１１年１１月に発足。女性が起業にあたって抱えるさまざまな悩み（ファイナンス

のほか，ノウハウの不足，ネットワークの構築，ワークライフバランスなど）に対し総

合的に支援する取組を行っている。 

○ 女性起業支援の意義として，３つの視点を持っている。１つ目は，女性のビジネスでの

活躍を応援すること。ここ２０年，日本では，女性の活躍として企業内でのキャリアア

ップが注目されてきたが，諸外国では，経営者として活躍する女性が多い。日本でもビ

ジネスを持つ女性の活躍を応援していくことも重要である。２０１３年６月の閣議決定

「日本再興戦略」でも「女性の起業等の促進」が指摘されている。 

○ ２つ目は，震災地域の成長力の醸成。２０１１年３月の東日本大震災後，同年７月に出

された「東日本大震災からの復興基本方針」の中で，「女性の起業活動」への取組が唱わ

れている。また，内閣府の事業（復興支援型地域社会雇用創造事業）で，震災地域の起

業の４割は女性であることがわかった。女性が，生活ビジネスや 6 次産業の担い手とな

って起業していることがわかり，震災地域での新しいビジネスを作るという意味で，女

性の起業活動の意義は大きい。 

○ ３つ目は，起業の活性化。今の日本は，廃業率が起業率を上回る状況が長年続いており，

起業率も低い。女性の起業活動も低調だが男性も同様であり，日本の構造的な問題であ

ることが分かる。起業率を上げ新陳代謝を促進する必要がある。起業する側と起業を取

り巻く環境のいずれが問題かは明確ではないが，起業しやすい環境づくりを意識的，長

期的に行っていく必要があると考えている。 

○ 女性が起業する際の課題には，男性が起業する場合にも課題となる開業資金の調達や，

販売先の確保もあるが，経営に関する知識やノウハウの不足，専門知識やノウハウの不

足，ロールモデルや交流の場の不足，家事・育児・介護との両立といった課題は，女性

の方により多い悩みである。そのため，リスクを限定し，許された範囲でやろうとする

結果，ローリスク・ローリターンの成長性の低い事業となりがちである。 

○ そこで，女性起業サポートセンターでは，まず女性起業家にフォーカスしたビジネスコ

ンペティションを開催している。既に 2 回開催し，コンペを通じた女性の起業状況を多

方面に発信している。当初はほとんど知られていなかったが，この 2 年間で女性起業に

対する関心，環境が変わってきたと実感している。 
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○ そして，受賞者に対し，１０００万円の事業奨励金を提供している。この金額はコンペ

の賞金に留まらないレベルであり，事業を後押しできる規模と考えている。また，メン

タリングを１年間実施し，事業のブラッシュアップや，経営アドバイス，ビジネスマッ

チング等を実施している。企業との接点を持つことが難しい時もあるため，ＤＢＪが企

業との橋渡しを行っている。また，外部の経営者や有識者の紹介も行っている（ただし

弁護士を紹介した例はない）。 

○ メンタリングは，DBJ が行うものと，外部の方に入ってもらうものとがあり，受賞者の

業種や事業のステージ等を考慮してそれぞれに１～２名の外部のメンターに入ってもら

っている。例えば，経営経験者で経営全般を見てもらう人と，マーケティングや業種特

有の専門性を持った人などに加わってもらう。 

○ 過去２回のコンペには，計８１９件の応募があった。実感したことの１つは，業種が広

いということである。これまでビジネスとしてこなかったものをビジネスにするという

試み，地域が抱える課題等をビジネスチャンスにする取組が行われている。応募者には，

何らかの理由で退職等をし，社会人経験の少ない人が相対的に多く，今までのしきたり

にとらわれない発想での起業に繋がっている。サービスとサービスを組み合わせて付加

価値を出す事業や，地域に密着した事業が多い。 

○ もう１つの実感は，資金以上に事後支援が求められていることである。先ほど申したよ

うに使命感や情熱を感じるものの，他方ビジネス運営のノウハウや人材等，経営資源が

不足している場合が多いことから，サポートが有効である。創業期は，事業が地域に密

着していることも加わって，地域の人（自治体や地元経営者，専門家，金融機関等）が

身近でサポートできることが重要である。また，子育てや介護のサービスの充実も必要

である。 

 

■ 質疑応答 （○：質問 ●：ご回答） 

○ 女性が起業する際の課題として，交流の場，ネットワーク構築の重要性が指摘されてい

たが，その中に弁護士とのつながりのニーズはないか。 

● 法的サービスのニーズは，創業期の手続面にはあるものの，より高度な法的な問題を抱

えている人はそう多くない。もっとプリミティブな問題が主ではないか。事業の拡大に

伴い，弁護士や会計士のニーズが高まるのではないか。 

会計士のニーズはそれなりにある。会社の形態や財務諸表については，会計士に相談す

る。また，労務上の質問については，社会保険労務士等に相談する。司法書士や行政書

士に相談する問題や手続きもあろう。 

さまざまな問題を抱えた際，どこに相談したらよいのか，迷うだろうと思う。どのよう

な専門家に相談すべきか，そして誰に相談するかが分からない。そこをコーディネート

できる人がいると，的確な相談相手につながるが，起業家本人が自分で探さなければな

らないのが現状である。 
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○ 例えば，企業との取引支援というお話があったが，契約時に法的アドバイスができるこ

ともあるのではないかと考えたが，そのようなニーズはないか。 

● あるだろう。メンタリングを実施した事業の中に，企業との契約を検討したケースもあ

ったが，そもそも供給体制の問題があって契約の交渉までに至らなかった。 

法的課題ということでいえば，特許等知的財産権の取り扱いが重要な事業もある。また，

海外展開を検討している事業も１～２割程度ある。ただ，直接海外企業と取引するので

はなく，日系の代理店を利用するなどで煩雑な問題を回避している。医療情報の共有・

公開が関係する事業を起こした方は個人情報や医療情報の取り扱いについて，関係者に

ヒアリングしながらやっていた。 

○ 分科会では，女性の起業家と女性の弁護士が協働するというアイディアを提示したが，

女性同士の組み合わせをどう考えるか。 

● 女性の起業家には女性がよいということでもないと思う。メンターには男性が多い。こ

れは経営の経験等を有する人に男性が多いため。ただ，女性のロールモデルや同じ立場

の相談できる人が少ないとの課題があることから，女性起業支援を目的としたセミナー

では，女性の起業家をご紹介している。 

○ 地域に密着した支援が重要とのことだったが，専門家の支援も地域とのつながりがあっ

た方がいいのか。 

● 身近に相談できる人が存在するのは有効だが，専門家による支援は，そうでもないので

はないか。実際に，メンタリングの中で，地方の事業に対し東京の専門家を紹介した事

例があり，地元では，かえって聞きづらい，セカンドオピニオンがほしいというニーズ

もある。 

○ 一般に，弁護士は「裁判をする人」「費用が高い」などの理由で相談しにくいといわれる。

起業家の方に，弁護士を利用してみようと思っていただくための工夫として，どのよう

なものが考えられるか。 

● 起業家の近くに，事業に関するコーディネートをしてくれる人物がおり，その人物が「こ

れは○○に相談したらよい」と言ってくれることが有効ではないか。起業家の多くは，

問題を抱えたときに，誰に相談したらよいか悩む。また，弁護士に相談すべきだと思っ

ても，どうやって弁護士を見つけたらいいのか，という問題に直面するからである。 

他方，会計事務所は，監査そのものも行っているが，それだけでなく，コンサルティン

グ・アドバイザー機能（部署）があるという認識を持っているので，相談する相手とし

て思い浮かぶ。しかし，弁護士事務所の場合，企業がプロジェクトに取り組む際にチー

ムアップすることはあるが，一般的にそういう機能がないように思う。 

 

以 上 
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